
事業評価票（情報システム関係予算）

13 固定資産ＧＩＳ（主税局資産税部） 運 用 開 始 平成 30 年度

システム概要
・データ化した地番図と土地・家屋課税台帳に関する情報、路線価図、航空写真などを重ね合わ
　せて表示し、固定資産を適正かつ効率的に評価するための地理情報システムである。

課題・問題点

・現行の固定資産税業務では図面が電子化されておらず、手書きで整備した紙図面を用いてい
　る。
・効率的で精度の高い事務処理や的確な納税者説明を実現し、被災時に課税根拠図面の焼失リス
　クを解消するため、システムを新規構築する。

見 積 概 要
（局評価）

・高まる納税者意識に対し、より適切な説明責任が求められる固定資産税に
　ついて、一層適正かつ公平な評価・課税に資するシステム構築を行う。
・パッケージソフトや既存資産を活用することで、導入経費を抑制する。
・総合行政ネットワーク上で提供されるソフトウェアサービスを利用するこ
　とにより、導入後のリプレース費用の発生を抑制する。

【効果】納税者サービスの向上と税務事務の効率化

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度見積額

90       百万円

28年度予算額

-        百万円

情報通信企画部
評　　　価

・適正かつ公平な評価・課税の一層の推進や災害時の事業継続の観点等か
　ら、現行の「手作業」や「紙図面」を中心とする業務運営体制を見直し、
　システム化することの必要性は十分に認められる。
・システム構築に係る経費については、他自治体事例や市場動向の調査を十
　分に行った上で積算されているが、他システムとの連携に係る作業につい
　ては実施時期を見直す必要がある。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度所要額

84       百万円

年度

財 務 局 評 価

・システムを新規導入することで、課税根拠図面の焼失リスクの解消や業務
　効率の改善等が図られることから、導入の必要性は認められる。
・費用対効果においても、業務運営体制の見直しによる人員削減効果等によ
　り、導入経費を上回る効果が期待できることから、予算計上を認める。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度予算額

84       百万円

14 都営住宅管理総合システム（都市整備局都営住宅経営部） 運 用 開 始 平成 14

システム概要
・都営住宅等への入居申込から退去まで、一連の情報を登録し、居住者管理、使用料収納管理、
　使用料滞納管理、駐車場管理等のデータ抽出、アウトプット等を自動的に行い、適正な居住者
　管理を提供するためのシステムである。

課題・問題点
・機器調達における競争性及び契約内容の透明性を確保するため、平成29年３月の機器更新に合
　わせ、これまで運用委託契約に含まれていたサーバ機器の調達を切り離すとともに、契約方法
　の変更に伴い、運用委託契約の内容を精査する必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・サーバ機器の調達方法の変更に伴い、運用委託契約の内容を精査し、シス
　テムの安定稼働に必要な経費を計上する。
・フロア移転に伴うシステム移設作業等に係る所要経費を計上する。
・都による共益費直接徴収業務の実施に対応するプログラム改修等のシステ
　ム改修を行う。
・その他、システム運用に係る所要の経費を計上する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度見積額

344      百万円

28年度予算額

404      百万円

情報通信企画部
評　　　価

・運用経費については、調達方法を見直した上で、必要となる機器仕様及び
　運用作業の内容に応じた工数に基づき積算されており、妥当である。
・システム移設経費については、必要となる作業工数に基づき積算されてお
　り、妥当である。
・システム改修経費については、改修内容及び範囲に応じた作業工数に基づ
　き積算されており、妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度所要額

344      百万円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度予算額

344      百万円
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